
北陸ビジネス福祉専門学校学則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本校は、学校教育法の規定に従い、ビジネス社会及び医療・福祉・介護に役立つ専門的知

識と技術を授け、豊かな教養を培うとともに、創造性に富む人間形成をはかり、良識ある

ビジネススペシャリストや介護福祉士及び福祉社会に役立つ人材を育成することを目的

とする。 

 

（名称） 

第２条 本校は、北陸ビジネス福祉専門学校と称する。 

 

（所在地） 

第３条 本校の本拠地を、富山市西中野本町１番６号に置く。 

 

第２章 課程・学科等 

（課程・学科等） 

第４条 本校の課程・学科等及び修業年限並びに定員は、次のとおりとする。 

課 程 名 学 科 名 修業年限 入学定員 総定員 

商 業 実 務 専 門 課 程 医 療 秘 書 学 科 ２年 ２０名 ４０名 

教育・社会福祉専門課程 
介 護 福 祉 学 科 ２年 ４０名 ８０名 

精神保健福祉学科 １年 ２０名 ２０名 

 

（学年） 

第５条 本校の学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

２．本校の学期は、次のとおりとする。 

前期   ４月１日から９月３０日まで 

後期  １０月１日から３月３１日まで 

 

（休業日） 

第６条 本校の休業日は、次のとおりとする。但し、校長が、特に必要と認める場合には、休業日

を変更することができる。 

（１）日曜日 

（２）土曜日 

（３）国民の祝日に関する法律に規定する日 

（４）夏季休業日  ７月２５日から８月３１日 

（５）冬季休業日 １２月２５日から１月 ７日 

（６）春季休業日  ３月２５日から４月 ７日 



第３章 授業科目・授業時間数及び教員組織 

（授業科目・授業時間数） 

第７条 本校の授業科目及び授業時間数は別表１～３のとおりとする。 

２．授業時間数と単位の換算は以下の各号の規定による。 

（１）授業日数を前期１５週、後期１５週とする。 

（２）授業時間数を単位に換算する場合においては、講義１５時間、演習３０時間、実習

４５時間で１単位とする。 

（３）介護福祉学科の１単位時間は４５分、医療秘書学科、精神保健福祉学科の１単位時

間は５０分とする。 

  ３．精神保健福祉学科において、下記に該当する者は証明書類を確認のうえ、科目免除を行う

ことができる。 

（１）精神保健福祉学科において、学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校、職業

能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の６第１項各号に掲げる施設

若しくは同法第２７条第１項に規定する職業能力開発総合大学校又は厚生労働大臣

の定める学校、文教研修施設若しくは養成所において既に履修した科目については、

当該科目の履修の状況に応じ、別表 3 に定める総授業時間数の２分の１を超えない

範囲で、その時間数の全部又は一部を免除することができる。 

（２）指定施設（精神保健福祉士法施行規則第２条）で１年以上相談援助業務に従事した

後入学する者については、別表３に定める授業科目のうち、「精神保健福祉援助実習

指導」及び「精神保健福祉援助実習」の履修を免除することができる。 

（３）社会福祉士の「相談援助実習」を履修した者については、精神保健福祉援助実習の

うち、60 時間を上限として精神科病院等の医療機関以外の実習を免除することがで

きる。 

 

（成績評価） 

第８条 授業科目の成績評価は、学年末において、各学期末に行う試験。実習の成果、履修状況等

を総合的に勘案して行う。 

 

（始業・終業時刻） 

第９条 本校の始業及び終業時刻は、次のとおりとする。 

介護福祉学科   ９時００分から１６時００分まで 

医療秘書学科   ９時２５分から１６時５０分まで 

精神保健福祉学科 ９時２５分から１６時５０分まで 

 

（教職員組織） 

第１０条 本校に次の教職員を置く。 

（１）校  長    

（２）教  員    

（３）講  師    



（４）事務職員    

（５）学 校 医    

  ２．教員の定員、資格は専修学校設置基準並びに監督官庁の定めによる。 

  ３．校長は、校務を掌握し、所属教職員を監督する。 

４．講師は必要に応じて配置する。 

 

第４章 入学、休学、退学及び卒業 

（入学資格） 

第１１条 本校に入学できる者は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条の規定により、

高等学校を卒業した者、若しくは通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通

常の課程以外によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む）又は監督官庁の定め

るところにより、これと同等以上の学力があると認められた者とする。 

２．前項の同等以上の学力があると認められた者とは、学校教育法施行規則（昭和２２年文

部省令第１１号）第１５０条の規定及び同法施行規則第１８３条の規定により、次の各

号の一つに該当する者とする。 

（１）外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者で、文部科学大臣が指

定した者。 

（２）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者。 

（３）文部科学大臣の指定した者。 

（４）高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者。 

（５）修業年限が３年以上の専修学校の高等課程を修了した者。 

３．精神保健福祉学科については、次の各号に該当する者とする。 

（１）学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）を卒業した者、その他その者に準ず 

   るものとして精神保健福祉士法施行規則（平成１０年厚生省令第１１号）第１条第

３項で定める者。 

（２）学校教育法に基づく短期大学（修業年限が３年のものに限る。）を卒業した者（夜間

において授業を行う学科又は通信による教育を行う学科を卒業した者を除く。）、そ

の他その者に準ずるものとして精神保健福祉士法施行規則第１条第６項に規定する

者であって、指定施設において１年以上相談援助の業務に従事した者。 

（３）学校教育法に基づく短期大学又は高等専門学校を卒業した者、その他その者に準ず

るものとして精神保健福祉士法施行規則第１条第９項に規定する者であって、指定

施設において２年以上相談援助の業務に従事した者。 

（４）同条第１項または第２項に該当する者であって、指定施設において４年以上相談援

助の業務に従事した者。 

 

 

（入学時期） 

第１２条 本校の入学時期は、毎年４月とする。 



 

（入学手続） 

第１３条 本校の入学手続きは、次のとおりとする。 

（１）本校に入学しようとする者は、本校の定める入学願書に必要事項を記載し、第２３

条に定める入学検定料を添え、指定の期日まで出願しなければならない。 

（２）前号の手続きを終了した者に対しては、入学試験及び書類審査を行い、入学を決定

する。 

（３）入学試験に合格した者は、合格通知を受け取った日から１０日以内に第２３条の入

学金を添え、手続きをとらなければならない。 

 

（転入学） 

第１４条 本校への転入学を希望する者がある場合には、これを認めない。 

 

（休学、復学） 

第１５条 学生が疾病その他、やむを得ない事由により、６ヶ月以上にわたり修学することができ

ないときは、これを証明する書類を添えて保証人連署のうえ、休学を届け出なければな

らない。 

２．休学期間は１年を超えてはならない。但し、特別な事情がある者には、引き続き休学を

許可することがある。なお、休学期間は在学期間に加算せず、休学期間にかかる学生納

付金等は徴収しない。 

３．前項の者が復学しようとする場合は、届け出て復学することができる。 

 

（退学） 

第１６条 退学しようとする者は、その事由を記した書面により、校長の許可を受けなければなら

ない。 

 

（修了の認定及び卒業の条件） 

第１７条 第７条に定める授業科目の成績評価に基づいて、校長は課程修了の認定を行う。 

   ２．介護福祉学科にあっては、各履修科目の出席時間数が社会福祉士介護福祉士養成施設指

定規則第７条第３項（昭和６２年厚生省令第５０号）に定める時間数の３分の２（但し、

介護実習については５分の４）に満たない者については、当該学科の履修の認定はしな

い。 

   ３．精神保健福祉学科にあっては、各履修科目の出席時間数が精神保健福祉士短期養成施設

等及び精神保健福祉士一般養成施設等指定規則第５条第１号ハ（平成１０年厚生省令第

１２号）に定める時間数の３分の２（但し、精神保健福祉援助実習については５分の４）

に満たない者については、当該学科の履修の認定はしない。 

   ４．所定の修業年限以上在学し、課程を修了したと認める者には、卒業を認定する。 

   ５．前項により、商業実務専門課程「医療秘書学科」を修了した者には、専門士（商業実務

専門課程）の称号を授与し、教育・社会福祉専門課程「介護福祉学科」を修了した者に

は、専門士（教育・社会福祉専門課程）の称号を授与する。 



（留年） 

第１８条 前条において、修了又は卒業が認定されなかった者は、留年とする。但し、在学期間は

第４条に定める修業年限に２を乗じたものを限度とする。 

 

第５章 賞罰 

（褒賞） 

第１９条 成績が優秀で他の模範となる者は、褒賞することができる。 

 

（懲戒） 

第２０条 校長は、本校の規則に違反したり、本校の生徒の本文に反する行為があった場合等にお

いて、教育上必要と認められる場合には、生徒に対し懲戒を加えることができる。 

２．懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

３．校長は、次の各号に該当する者に退学を命ずることができる。 

（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者。 

（２）学力劣等で成業見込みがないと認められる者。 

（３）正当な理由なくして出席しない者。 

（４）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者。 

 

（除籍） 

第２１条 授業料等その他の納付金を３ヶ月以上滞納した者は、除籍することができる。 

 

第６章 科目履修生 

（科目等履修生） 

第２２条 本校において開設する授業科目に対し、本校学生以外の者から特定の科目について履修

申請があった場合には、これを認めない。 

 

第７章 入学金、授業料、その他 

（納付金） 

第２３条 本校の入学検定料、入学金、授業料等は、次のとおりとする。 

  入学検定料        25,000 円 

入 学 金 150,000 円 （精神保健福祉学科） 

 160,000 円 （介護福祉学科、 

医療秘書学科） 

授 業 料（年額） 590,000 円 （介護福祉学科） 

 570,000 円 （医療秘書学科） 

 650,000 円 （精神保健福祉学科） 

但し、第７条第３項に該当する者は、減免する。 

演習実習費（年額） 180,000 円 （介護福祉学科） 



 160,000 円 （医療秘書学科） 

 180,000 円 （精神保健福祉学科） 

    但し、第７条第３項に該当する者は、減免する。 

教育充実費（年額） 120,000 円 （介護福祉学科） 

 80,000 円 （医療秘書学科） 

 140,000 円 （精神保健福祉学科） 

 

２．授業料、演習実習費及び教育充実費は校長が定める日までに納入するものとする。 

    但し、分納及び延納願いが受理された場合は、この限りではない。 

３．３月３１日までに入学辞退の意思表示をした者（推薦入学試験合格者を除く）について

は、原則として授業料等及び諸会費等（入学金を除く）の返還に応じる。 

４．科目免除の申請があった場合、証明書類等を確認のうえ、該当科目の時間数を考慮のう

え算出された金額を免除する。 

５．留年における納付金の扱いは、不認定科目分のみとし、その算出は各学科とも修了すべ

き総時間数に対する不認定科目の時間数の割合によるものとする。 

 

第８章 健康診断 

（健康診断） 

第２４条 健康診断は、年１回実施する。 

 

第９章 自己点検・評価、情報公開 

（自己点検・評価） 

第２５条 本校は、その教育の一層の充実を図り、本校の目的及び社会的使命を達するため、本校

における教育活動の状況について、自ら点検及び評価を行うものとする。 

 

（情報の積極的な提供） 

第２６条 本校は、教育活動等の状況について、広く周知を図ることができる方法によって、積極

的に情報を提供するものとする。 

 

第１０章 細則 

（施行細則）  
第２７条 この学則の施行についての細則は、校長が別に定める。 

 

第１１章 附帯教育事業 

（附帯教育事業） 

第２８条 附帯教育事業として、次の各号の事業を実施する。 

（１）介護職員初任者研修講座 

（２）介護福祉士国家試験対策講座 



（３）厚生労働大臣指定「福祉用具専門相談員」指定講習会 

講  座  名 修業年限 授業時数 定員 備  考 

厚生労働大臣指定 

「福祉用具専門相談員」 

指定講習会 

６日間 ４０ ３０名 講習は昼間実施 

（４）介護福祉士実務者研修講座 

講  座  名 修業年限 授業時数 定員 備  考 

介護福祉士実務者研修講座 ６か月間 462 40 名  

 規程については、別紙１のとおりとする。 

 

２．入学金・授業料・教育課程その他必要な事項は、別に定める。 

 

 附 則 

１．この学則の一部改正は、平成 11 年４月１日から施行する。 

    この学則の改正後の北陸ビジネス福祉専門学校学則、別表１から別表６までの規定は、平

成 11 年４月１日以降に入学する学生について適用し、同年３月 31 日現在在籍する学生に

ついては、なお従前の例によることができる。 

２．この学則の一部改正は、平成 12 年４月１日から施行する。 

この学則の改正後の北陸ビジネス福祉専門学校学則、別表１から別表７までの規定は、平

成 12 年４月１日以降に入学する学生について適用し、同年３月 31 日現在在籍する学生に

ついては、なお従前の例によることができる。 

３．この学則の一部改正（第 15 条修了の認定及び卒業の条件と第 19 条附帯教育事業）は、平

成 12 年３月１日から施行し、第 15 条については平成 11 年度の卒業認定を受ける学生に

適用する。 

４．この学則の一部改正（第４条課程学科等、第７条授業科目・授業時間数、第 10 条入学資

格、第 15 条修了の認定及び卒業の条件、第 17 条納付金）は、平成 14 年４月１日以降入

学する学生について適用し、同年３月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例

によることができる。 

５．この学則の一部改正（第１条目的、第４条課程・学科等、第７条授業科目・授業時間数、

第８条始業・終業時刻、第 10 条入学資格、第 15 条修了の認定及び卒業の条件、第 17 条

納付金）は、平成 14 年４月１日以降入学する学生について適用し、同年３月 31 日現在在

籍する学生については、なお従前の例によることができる。 

６．この学則の一部改正（第４条課程・学科等、第５条学年、第６条休業日、第７条授業科目・

授業時間数、第８条始業・終業時刻、第 12 条入学手続、第 13 条休学等、第 15 条修了の

認定及び卒業の条件、第 17 条納付金）は、平成 16 年４月１日以降入学する学生について

適用し、同年３月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例によることができる。 

７．この学則の一部改正（第 15 条修了の認定及び卒業の条件）は、平成 16 年３月 12 日から

施行し、平成 15 年度の卒業認定を受ける学生から適用する。 

８．この学則の一部改正（第４条課程・学科等、第７条授業科目・授業時間数、第８条始業・

終業時刻、第 15 条修了の認定及び卒業の条件、第 17 条納付金）は、平成 17 年４月１日



以降入学する学生について適用し、同年３月 31 日現在在籍する学生については、なお従

前の例によることができる. 

９．この学則の一部改正（第７条授業科目・授業時間数）は、平成 18 年４月１日以降入学す

る学生について適用し、同年３月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例によ

ることができる。 

10．この学則の一部改正（第７条授業科目・授業時間数、第１５条修了の認定及び卒業の条件） 

は、平成１９年４月１日以降入学する学生について適用し、同年３月３１日現在在籍する 

学生については、なお従前の例によることができる。 

11．この学則の一部改正（第１７条納付金）は、平成１９年１２月２７日から施行する。但し、 

  同条第４項については、平成２０年度入学試験合格者から適用する。 

12．この学則の一部改正（第４条課程・学科等、第７条授業科目・授業時間数、第９条教員組

織、第１５条修了の認定及び卒業の条件、第１７条納付金）は、平成２０年４月１日から

施行する。 

13．この学則の一部改正（第 7 条授業科目・授業時間数）は、平成 21 年 4 月 1 日以降に入学

する学生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例に

よることができる。 

14．この学則の一部改正（第 7 条授業科目・授業時間数）は、平成 23 年 4 月 1 日以降に入学

する学生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例に

よることができる。 

15．この学則の一部改正（第 7 条授業科目・授業時間数、第 10 条入学資格）は、平成 24 年 4

月 1 日以降に入学する学生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、

なお従前の例によることができる。 

16．この学則の一部改正（第 7 条授業科目・授業時間数）は、平成 25 年 4 月 1 日以降に入学

する学生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例に

よることができる。 

17．この学則の一部改正（第 19 条 附帯教育事業）は、平成 26 年 4 月 1 日以降に入学する学

生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例によるこ

とができる。 

18．この学則の一部改正（第 7 条授業科目・授業時間数）は、平成 26 年 4 月 1 日以降に入学

する学生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例に

よることができる。 

19．この学則の一部改正（第 15 条 修了の認定及び卒業の条件、第 17 条 納付金、第 19 条 附

帯教育事業）は、平成 26 年 11 月 1 日以降に入学する学生について適用し、同年 10 月 31

日現在在籍する学生については、なお従前の例によることができる 

20．この学則の一部改正（第 7 条 授業科目・授業時間数）は、平成 27 年 4 月 1 日から適用す

る。 

21．この学則の一部改正（第 19 条 附帯教育事業）は、平成 28 年 4 月 1 日以降に入学する学

生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例によるこ

とができる。 

22. この学則の一部改正（第 7 条 授業科目・授業時間数）は、平成 28 年 4 月 1 日以降に入学



する学生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例に

よることができる。 

23．この学則の一部改正（第 19 条 附帯教育事業）は、平成 29 年 4 月 1 日以降に入学する学

生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例によるこ

とができる。 

24．この学則の一部改正（第 7 条 授業科目・授業時間数）は、平成 30 年 4 月 1 日以降に入学

する学生について適用し、同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、なお従前の例に

よることができる。 

25．この学則の一部改正（第 8 条 始業・終業時刻）は、平成 31 年 4 月 1 日以降に入学する学

生並びに同年 3 月 31 日現在在籍する学生について適用する。 

25．この学則の一部改正（第 7 条 授業科目・授業時間数 別表 2（1）、（2）、第 17 条 納付

金）の内、第 7 条 授業科目・授業時間数 別表（1）、（2）については、令和 2 年 4 月 1

日以降入学する学生について適用する。同年 3 月 31 日現在在籍する学生については、な

お従前の例によることができる。第 17 条 納付金の変更については、令和 3 年 4 月 1 日以

降入学する学生より適用する。 

26．この学則の一部改正（第 6 条 休業日）は、令和 2 年 8 月 9 日から施行する。 

27．この学則の一部改正（第 13 条 休学、復学、第 15 条 修了の認定及び卒業の条件）は、令

和 3 年度 4 月 1 日から施行する。 

28．この学則の一部改正（第 7 条 授業科目・授業時間数 別表１～３、第８条 成績評価、

第９条 始業・終業時刻、第 10 条 教職員組織、第 11 条 入学資格、第 14 条 転入学、

第 15 条 休学、復学、第 16 条 退学、第 17 条 修了の認定及び卒業の条件、第 20 条 懲

戒、第 21 条 除籍、第 22 条 科目等履修生、第 23 条 納付金、第 25 条 自己点検・評

価、第 26 条 情報の積極的な提供、第 27 条 施行細則）の内、第 7 条 授業科目・授業

時間数 別表１～３、第８条 成績評価、第９条 始業・終業時刻、第 10 条 教職員組

織、第 11 条 入学資格、第 14 条 転入学、第 15 条 休学、復学、第 16 条 退学、第

17 条 修了の認定及び卒業の条件、第 20 条 懲戒、第 21 条 除籍、第 22 条 科目等履

修生、第 23 条 納付金（金額変更除く）、第 25 条 自己点検・評価、第 26 条 情報の積

極的な提供、第 27 条 施行細則については、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。第 17 条 納

付金（金額変更）については、令和 5 年 4 月 1 日以降入学する学生より適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

北陸ビジネス福祉専門学校 介護福祉士実務者研修講座 規程 

 

第１条（目的） 

北陸ビジネス福祉専門学校（以下、「本校」という）は、介護福祉士の養成教育を土台として、

介護実務経験者のための介護福祉士実務者養成施設を設置する。本校では介護福祉士に必要

な知識・技術・価値を習得させ、専門職としての技能と教養を培うと共に介護福祉現場、地

域福祉へ貢献し得る人材を育成することを目的とする。 

 

第２条（名称・所在地） 

本校は、「北陸ビジネス福祉専門学校 介護福祉士実務者研修講座」と称する。 

２ 本校の所在地は、富山県富山市西中野本町１番６号に置く。 

 ３ 研修会場は、所在地以外に必要に応じて設置する。 

 

第３条（課程学科・修業年限・定員） 

本校の課程学科、修業年限、定員は次のとおりとする。 

   （１）課 程 名：通信教育課程 

   （２）修業年限：６か月間 

           受講生は１年を超えて在学できない。 

   （３）定  員：４０名  

 

第４条（養成課程・授業方法） 

   （１）養成課程（カリキュラム）は、別表１のとおりの科目、時間数とする。 

   （２）授業方法 

      通信授業（レポート教材提出）とし、別表１に規定のとおり面接授業（スクーリング）

を実施する。 

 

第５条（入学時期） 

   本校の入学時期は、課程の開始日とする。 

 

第６条（入学資格） 

   本校への入学資格は、介護福祉士となる意志のある者とする。 

 

第７条（手続・入学者の選考） 

入学志願者は指定の期日までに、本校指定の書類に必要事項を記入し応募する。入学者の選

考は行わず、定員に達し次第締め切りとする。但し、若干名の待機者を設ける。 

２ 受付終了後、期日までに指定された書類を提出し、第８条に規定する学費等を指定期日まで

に納入する。 

 



第８条（学費等） 

   本校に入学するための学費（入学金、授業料、教材費、その他諸費用等）は、別表２の規定

のとおりとする。 

 ２ すでに納入された学費は、これを返還しない。但し、第５条に規定する入学時期より前に申

し出た場合には別途協議の上、入学金を除く学費を返還することがある。 

 ３ 正当な理由がなく、かつ、所定の手続きを行わずに学費等の支払がない場合は、除籍処分と

なる。 

 

第９条（休学・退学） 

   休学・退学・復学の希望があった場合は、面接相談の上、認めることができる。但し、その

場合、学費等は返金しないものとする。 

 

第１０条（履修方法） 

通信授業は、別表１に定める科目を決められたスケジュール表に基づいて、受講生が教材等

で学び、定められた期間内に、科目ごとの提出課題を提出し、修了評価を受けなければなら

ない。 

２ 面接授業は、本校の教室及び演習室、本校が指定する施設において実施する。面接授業の指

定時間は別表１のとおりとする。 

３ 面接授業については、原則として欠席は認めない。ただし、やむを得ない事由により、有料

にて補講を受けることができる。 

４ 受講生は学習内容について相談、質疑等がある場合は、質問表や電子メールによって行うこ

とができる。 

 

第１１条（評価方法） 

   各科目の評価は修了試験又はレポート課題をもって行い、６０点以上の者を合格とする。不

合格の者については課題等を提出させ、再度評価を行う。 

 

第１２条（課程修了の認定） 

   課程修了の認定は、指定された研修による免除科目を除き、別表１に規定するすべての通信授

業、面接授業にて合格判定を受け者に対して行う。 

  

第１３条（卒業） 

   所定の修業期間在籍し、課程修了の認定を受けた者に対して、修了証を交付する。 

 

第１４条（教職員組織） 

   本校には次の職員を置く。 

 

（１）学校長   １名 

（２）講座長   １名（教務に関する主任者とする。） 

（３）専任教員  １名（教務に関する主任者を兼ねることができる。） 



（４）非常勤講師 ３名（面接授業及び通信授業を担当することができる。） 

（５）事務職員  １名 

２ 学校長は本校を代表し、校務全般を統括する。 

 ３ 専任教員及び非常勤講師は、受講生の教育をつかさどる。 

 ４ 事務職員は事務に従事する。 

 

第１５条（懲戒） 

学校長は、学生の本分に反する行為があったと認められるときは、これに懲戒を行うこと

がある。  

２ 懲戒は、訓告、及び退学とする。  

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する者に対して行う。  

（１）在籍期間を超えた者 

（２）履修状況が著しく遅く成業の見込みがないと認められる者  

（３）正当な理由がなく、課題提出ができない者  

（４）面接授業時にクラスの秩序を乱す等、学校の指示に反した者 

 

第１６条（規程変更） 

   この規程に定めのない規則等については、別途定める。 

２ この規程は、学校運営会議に諮り変更することができる。 

 

附 則 

この規程は、平成 26 年 4 月 1 日より施行する。 

 

【添付書類】 

別表１：実務者研修養成課程（カリキュラム） 

別表２：学費等一覧表 

 

 

 

 

 

 












